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27年度 28年度
29年度
以降

25年度 26年度
27年度
a

25年度 26年度
27年度
b

1
外務員の登録 金融商品取引法第64条

第1項
認可金融商品取引業協
会

外務員資格管理システ
ム － 40,581 41,779 40,836 40,581 41,779 40,836 100.00% － -

2

外務員の登録事項の変
更等の届出（１）法第６４
条第３項第３号イ又はロ
に掲げる事項に変更が
あったとき（２）法第２９条
の４第１項第２号イからト
までのいずれかに該当
することとなったとき（３）
退職その他の理由によ
り外務員の職務を行わ
ないこととなったとき

金融商品取引法第64条
の4

認可金融商品取引業協
会

外務員資格管理システ
ム

－ 52,647 50,565 45,381 52,647 50,565 45,381 100.00% － -

3

権利行使の届出等に係
る期間内に権利行使の
届出等がなく、かつ、犯
罪利用預金口座等でな
い旨の通知を行わないと
きの通知

振り込め詐欺救済法施
行規則第11条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 2,728 2,470 2,571 2,728 2,470 2,571 100.00% 署名必要 -

4
消滅預金等債権の額が
千円未満である旨の通
知

振り込め詐欺救済法施
行規則第12条

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 2,163 1,941 1,980 2,163 1,941 1,980 100.00% 署名必要 -

5

支払申請期間内に公告
事項の変更が生じた旨
の通知

振り込め詐欺救済法施
行規則第16条1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 18 16 17 18 16 17 100.00% 署名必要 -

6
決定書を申請人に送付
することができない旨の
通知

振り込め詐欺救済法施
行規則第24条3項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 1 0 1 1 0 1 100.00% 署名必要 -

7
金銭の納付予定額、納
付予定日の通知

振り込め詐欺救済法施
行規則第32条

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 1,361 1,259 1,230 1,361 1,259 1,230 100.00% 署名必要 -

8

権利行使の届出等に係
る期間内に公告事項に
変更を生じた旨の通知

振り込め詐欺救済法施
行規則第9条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 41 41 42 41 41 42 100.00% 署名必要 -

9

消滅預金等債権に係る
被害回復分配金の支払
手続の開始に係る公告
をすることの求め

振り込め詐欺救済法第
10条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 1,875 1,695 1,675 1,875 1,695 1,675 100.00% 署名必要 -

10

対象預金口座等に係る
すべての対象被害者又
はその一般承継人が明
らかであり、かつ、これら
の対象被害者又はその
一般承継人のすべてか
ら被害回復分配金の支
払を求める旨の申出が
ある旨の通知

振り込め詐欺救済法第
10条第2項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 50 34 70 50 34 70 100.00% 署名必要 -

11

被害回復分配金の支払
の申請に関し参考となる
べき事項を公告すること
が困難である旨の通知

振り込め詐欺救済法第
11条第1項第7号

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 1 0 0 1 0 0 － 署名必要 -

12

支払う被害回復分配金
の額を決定表に記載し
た旨の通知

振り込め詐欺救済法第
16条第3項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 937 942 827 937 942 827 100.00% 署名必要 -

13

被害回復分配金の支払
手続の終了に係る公告
をすることの求め

振り込め詐欺救済法第
18条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 1,543 1,491 1,371 1,543 1,491 1,371 100.00% 署名必要 -

14

預金等に係る債権の消
滅手続の開始に係る公
告をすることの求め

振り込め詐欺救済法第4
条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 2,812 2,426 2,710 2,812 2,426 2,710 100.00% 署名必要 -

15

払戻しの訴えの提起又
は強制執行等に関し参
考となるべき事項を公告
することが困難である旨
の通知

振り込め詐欺救済法第5
条第1項第7号

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 1 2 1 1 2 1 100.00% 署名必要 -

16

権利行使の届出等に係
る期間内に権利行使の
届出等があった旨の通
知

振り込め詐欺救済法第6
条第1項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム － 171 95 138 171 95 138 100.00% 署名必要 -

17

権利行使の届出等に係
る期間内に対象預金口
座等が犯罪利用預金口
座等でないことが明らか
になった旨の通知

振り込め詐欺救済法第6
条第2項

預金保険機構 振り込め詐欺救済法に
基づく公告等システム

－ 65 74 58 65 74 58 100.00% 署名必要 -

18

貸金業務取扱主任者資
格試験の受験申込

貸金業法施行規則第２６
条の３２

日本貸金業協会 日本貸金業協会HP

－ 11,021 11,549 11,585 8,331 8,516 8,881 76.66% － -

19

貸金業務取扱主任者の
登録事項の変更等の届
出

貸金業法第２４条の２８ 日本貸金業協会 日本貸金業協会HP

－ 2,107 2,546 1,861 1,844 2,265 1,698 91.24% － -

合計 19 0 0 0 120,123 118,925 112,354 117,170 115,611 109,487

公的個人認証サー
ビスの対応

備考②

手続の年間申請等件数
オンライン
申請等件数 平成27年度のオ

ンライン利用率
（b/a×100）％

※　「平成27年度中」：平成27年４月１日から28年３月31日までの間

申請等件数の切
り分けができない
手続をまとめた

名称

備考①
電子署名の
必要性

※　「停止又は停止予定の手続」：「27年度」は平成27年度中にオンライン化を停止した手続、「28年度」は平成28年度中にオンライン
化を停止した、または停止予定の手続、「29年度以降」は平成29年度以降にオンライン化の停止を予定している手続

手続を受け付けている
システム等の名称

停止又は停止予定の手
続

表３：独立行政法人等の法令に基づく申請等手続のオンライン化等の状況

整理
番号

手続名 根拠法令、根拠規定
手続を受け付ける独立
行政法人等の名称


